
河内町（かわちまち）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 田仲 重雄 副議長 長谷川 重男

任期 H16.2.20 定数 16 名 現議員数 16 名

党派別 無 16

②三役(H14.3.1 現在)

長 野髙 貴雄 任期 H11.6.16～H15.6.15

助役 欠 収入役 青野 浩一

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

171 170 165

普通会計 142 一般行政職 94

うち施設関係 54 技能労務職 25

企業職 4職員一人

当たり住民数
71.7

消防職 0

公営事業会計 23 教育職 3

職員構成

(H13.4.1)

合計 165 その他 39

④機構図（H14.3.1 現在）
＜町長＞―＜助役＞

・秘書広聴課―秘書・広報広聴

・総 務 課―庶務・人事給与・交通防災・車両

・企画財政課―企画・統計・財政・管財

・〔土地開発公社〕―土地開発公社

・税 務 課―課税・収納

・住 民 課―住民・福祉・保育所・（東共同利用施設）

・保険年金課―国民年金・国民健康保険・医療福祉・介護保険

・福 祉 課―福祉サービス・介護サービス・

・保健予防（保健センター）

・〔社会福祉協議会〕―（シルバー人材センター）

・建 設 課―管理・工務

・都市計画課―都市計画・環境衛生・下水道

・産 業 課―農政・農産・企業経営・観光物産

＜収入役＞

・出 納 室―出納

＜教育長＞

・学校教育課―庶務・学校教育

・生涯学習課―社会教育・社会体育

・給食センター―庶務・業務

＜農業委員会＞

・農業委員会―農地・振興

＜公営企業＞

・水 道 課―庶務・業務・施設

＜議会＞

・議会事務局―議会事務

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 5 月 3 日 合 体 生板村 源清田村 長竿村

昭和 33 年 2 月 15 日 編 入 金江津村

平成 8 年 6 月 1 日 町制施行 河内町

②地勢・風土等

茨城県の南端中央部、稲敷郡の最南端に位置している。

町の南部を利根川が、北部を新利根川が東西に貫流し地

域の大部分が沖積砂壌土で、一面の水田が連なり、米作を

中心とした農業経営の多い純農村地帯である。

町の中央部を貫通する国道 408 号線により、成田・東京方

面及び研究学園都市を結ばれている。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 5,515 5,737 5,641 5,809

女 5,686 5,989 5,861 5,947
人

口

(人) 合計 11,201 11,726 11,502 11,756

世帯数 2,670 2,937 3,066 3,301

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 4,634 4,797 9,431 21.6％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 284 億円 就業者 1人当たり 6,304 千円

住民所得 295 億円 人口 1 人当たり 2,553 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 2,381 8.4％ 875 15.17％

第 2 次 13,485 47.4％ 2,080 36.06％

第 3 次 13,305 46.7％ 2,811 48.73％

総額・総数 28,480 ― 5,768 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,070 1,325 441（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
54 1,168 19,701

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
132 562 13,677

④特産物

米、れんこん、いちじく

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>300-1392 稲敷郡河内町源清田 1183

<Tel> 0297-84-2111 <Fax> 0297-84-4357

<HP>http://www.net-ibaraki.ne.jp/kawachi/

<e-mail>kawachi@po.net-ibaraki.ne.jp

ロ ゴ マ ー ク

類型 Ⅲ-2 ｺｰﾄﾞ番号 084476 面積 44.32k ㎡

し尿、ごみ処理場、

消防救急

上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 4,860,654 4,446,237 -8.5

歳 出 4,607,519 4,245,856 -7.8

形式収支 253,135 200,381 ―

実質収支 219,984 200,381 ―

単年度収支 -84,749 -19,603 ―

実質単年度収支 -83,896 19,824 ―

積立金現在高 1,191,865 1,280,616 7.4

地方債現在高 2,746,416 2,658,995 -3.2

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 80.4 85.6

自主財源 37.1 36.9

義務的経費 37.5 38.8

投資的経費 18.3 11.3
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 4,446 -8.5 4,121 -8.4 4,030 -2.3

うち地方税 996 1.1 928 -6.9 916 -1.3

うち地方交付税 2,013 -2.7 1,832 -9.0 1,699 -7.3

うち国県支出金 288 -45.7 298 3.4 217 -27.2

うち地方債 110 3.6 113 2.7 140 23.8

歳 出 4,245 -7.8 4,121 -3.0 4,030 -2.3

人件費 1,191 0.0 1,166 -2.1 1,185 1.6

扶助費 169 -38.3 138 -18.4 148 7.2

公債費 286 -8.7 317 10.8 322 1.5

う

ち

義

務

的

経

費 計 1,647 -4.7 1,621 -1.6 1,655 2.0

うち物件費 574 -3.8 633 10.2 685 8.2

補

助
93 -47.3 4 -95.6 4 0うち

普通建設

事業費 単

独
385 -42.1 192 -50.2 285 48.4

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 3,279 百万円

歳出決算倍率 1.3 倍

経常収支比率 86.0 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.356

実質収支比率 6.1 ％

公債費比率 7.8 ％

公債費負担比率 7.5 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 4.8 ％

地方債現在高倍率 0.8 倍

税の徴収率 90.2 ％

財調・減債 458 百万円
積立金現在高

特定目的 822 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 94.0

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

447,296 406,655市町村民税

（構成比） （40.5） （40.8）
90.9 0-0.5

569,661 504,758固定資産税

（構成比） （51.6） （50.7）
88.6 2.4

87,262 84,803その他の税

（構成比） （7.9） （8.5）
97.2 2.2

合計 1,104,219 996,216 90.2 1.1

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 4 校 老人福祉施設 2 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 0 ヶ所

幼稚園 1 園 道路改良率 17.6％

保育所 3 ヶ所 道路舗装率 59.3％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 44.5％

公営住宅 16 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 7.9 ㎡ 上水道等普及率 82.4％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 32.7％

体育館 1 ヶ所

プール 0 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
136.5％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題〉

・行政改革、財政健全化施策の推進

・公共下水道整備の推進

・高度情報化施策の推進

・少子高齢化社会への対応

・農業施策の推進


